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水素社会の実現に向けた取組の方向性について 

■国や道、札幌市の取組と関連性について 

 温暖化 

 ◯札幌市内から排出されるＣＯ２排出量の約20％が運輸
部門（主に自動車）からであり、ガソリン等化石燃料由
来の動力を水素に転換することでCO2削減が期待できる。 

 ◯同様に、札幌市内から排出されるＣＯ２排出量の約
38％が民生家庭部門、32%が民生業務部門であり、家
庭やオフィスにおける燃料電池の普及によりCO2削減が
期待される。 

 

■課題 

■水素に関わる現状について 

■想定しうる方向性（案） 

◯FCVの普及 

◯家庭用燃料電池の普及 

◯北海道型産業用燃料電池技術の開発  

◯燃料電池以外での用途開発  

◯水素ステーションの導入 

○再生可能エネルギー等による水素製造 

◯水素サプライチェーンの構築    など 

排出量1,307万ｔ-CO２ 

（2014年度速報値） 
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 国の動き 

 ◯国はエネルギー基本計画において、水素社会への取組を加速することとしており、北海道に
おいても、道内の水素社会のあり方を示す「北海道水素社会実現戦略ビジョン」を策定。 

道の動き  

 ◯道内の水素社会形成のためには、道の示す施策を基に、道内市町村においても、さまざまな
取組を進めていく必要がある。 

札幌市の動き 

 札幌市燃料電池自動車普及促進計画の策定について 

◯ 札幌市は、道内人口の約35％を占める大都市、大消費地であることから、率先して水素需要
を創出、増大させることが札幌市の役割であり、そのための有効な手段のひとつが燃料電池
自動車（以下、「ＦＣＶ」という。）の普及であることから、札幌におけるＦＣＶの普及拡
大を図る必要がある。 

 

◯ＦＣＶ、水素ステーション導入への支援策 

 ・ＦＣＶ購入補助、水素ステーション設置補助、規制緩和の検討。 

 ・ＨＰや広報資料等により、導入事業者の水素社会、環境活動への取組を紹介等、ＦＣＶ導入   

  への動機づけを図る。 

 ・他都市の事例等を参考に他の支援策を検討。 

   ＦＣＶ：公設駐車場の優先利用、有料道路割引、商店街等と連携した割引、クーポン 等 

   水素ＳＴ：公有地の使用、固定資産税の減免または同等額補助、金融機関と連携した低利融資 等 

 ・再生可能エネルギー等を活用した水素製造とサプライチェーンの構築 

◯家庭用燃料電池への支援策   

■札幌市の取組 

エネファームの導入に 

対する支援制度 

（札幌・エネルギーecoプロジェクト） 

札幌市燃料電池自動車普及促進計画
（現在策定中） 



水素社会（事例） 

■取組事例（その１） 北九州水素タウン（北九州市） ■取組事例（その2）水素社会の実現に向けた川崎水素戦略（川崎市） 

項目 内容 

製造方法 製鉄所のコークスから製造 

輸送方法 
水素ステーションからパイプライン供給 
（戸建13、博物館1）  

利用方法 家庭用燃料電池（固体分子型PEFC13台、リン酸型1台） 

その他 水素ステーション：45Nm3/h、40MPa（2パンク方式） 

水素利活用における取組の方向性 

◯水素のエネルギー利用の推進・臨海部産業地帯の⾼度化・⾼付加価値化 

◯環境負荷の低減 

◯新たな産業創出・技術開発の推進 

◯防災機能強化、安全・安⼼の向上 

◯家庭用燃料電池への支援策 
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